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１ 障害者更生相談所機能 
事業内容及び現状と課題 

【事業内容】 

○ 補装具、更生医療、療育手帳等に関する専門的相談支援 

○ 補装具や更生医療等に係る専門的判定・評価 

○ 市町村や障害者施設への専門的技術的支援 

○ 重症心身障害者の認定及び療養介護事業所（医療型障害児入所施設併設）の入所調整 

   

【現状（実績）】 

○ 身体障害者福祉法、知的障害者福祉法に基づく障害者更生相談所として、医師、ケースワーカー、心理判定員等を配置し、診療所ス

タッフとも連携して、身体障害者更生相談所においては、補装具、更生医療等、知的障害者更生相談所においては、療育手帳や生活相

談、強度行動障害の判定等に関する専門的な相談支援を行っています。 

○ 市町村からの依頼により、補装具費支給の要否、更生医療給付の要否、療育手帳に関する程度、強度行動障害の認定等に係る、医学

的・心理学的・職能的、社会学的判定を実施しています。 

○ 神奈川県障害保健福祉圏域事業調整会議や障害保健福祉圏域自立支援協議会等に参加し、市町村の地域での連携を側面的にサポート

しています。 

○ 市町村からの依頼により、重症心身障害の認定を実施するとともに、医療型障害児入所施設、療養介護事業所の入所調整を、施設か

らの依頼により実施しています。 
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＜令和３年度実績＞ 

○ 知的障害者更生相談所相談実績（内容別）         ○ 身体障害者更生相談所相談実績（内容別） 

 

 

 

 

 

 

 

【課題】 

○ 更生相談所ケースワーカーは高い専門性を要するため、県福祉職の人材育成が必要である。 

○ 極めて高度な判定を行う「判定医」の安定的な確保が困難となっている。 

○ 新型コロナの影響を受けて、療育手帳判定に時間を要している。 

○ 制度上「必須業務」と「できる業務」があり、「できる業務」の精査が必要である。 

 

第 1 回検討会における御意見 

 

  

・療育手帳  976 件（93.3％）  

・生活相談   35 件（ 3.3％） 

・職業相談   27 件（ 2.6％） 

・施設入所   4 件（ 0.4％） 

・その他     4 件（ 0.4％） 

     計  1,046 件 

 

・補装具     2,658 件（71.4％） 

・更生医療     1,067 件（28.6％） 

    計        3,725 件 



 4 

２ 障害児等療育支援事業機能 
事業内容及び現状と課題 

【事業内容】 

○ 訪問による療育支援 

 ・ 巡回リハビリテーション事業 

 ・ 在宅重症心身障害児者訪問指導事業・療育訪問指導事業 

○ 来所による専門的な療育相談・支援 

 ・ 早期療育外来事業 

 ・ 外来事業 

 ・ 発達障害等支援外来 

○ 日常生活等支援事業 

 

【現状（実績）】 

○ 都道府県地域生活支援事業（必須）である障害児等療育支援事業として、医師・看護師・機能訓練士（診療所スタッフ）と、心理士・

ケースワーカー（福祉スタッフ）が連携して専門的な支援を行っています。 

○ 訪問による療育支援では、巡回リハビリテーション事業として、地域を訪問して障害のある児童等に対するリハビリテーション等の

療育支援を行っています。 

○ 在宅重症心身障害児者の家庭等訪問し、対象児者とその保護者等に対して医学的並びに療育的見地から必要な助言等を行っています。 

○ 来所による療育支援では、早期療育外来事業として、障害があるか、障害の可能性がある概ね３歳未満の乳幼児を対象に、個別療育、

集団療育により発達の援助及び保護者への支援等を行っています。また、外来事業として、外来診療、訓練を受けている概ね３歳以上

の児童に対して、個別に、在宅での療育や日常生活の充実を図るために、心理学的評価や相談指導、関係機関等との連絡調整などの相

談、援助を行っています。 

○ 発達障害があるか、発達障害の可能性のある就学前の児童とその保護者等を対象に、集団で、発達に合わせたゲーム等のプログラム
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を提供し、周囲と良好な関係を保てるよう支援しています。また、専門医師による診察や心理検査等による評価を行い、あわせて児童

が所属する学校等の職員に助言することにより、療育環境の調整、充実を図っています。 

○ 地域で生活している肢体不自由の中学生を対象に、地域生活及び日常生活の自立をより促進することを目的に、小集団によるグルー

プ活動を実施しています。 

 

＜令和３年度実績＞ 

巡回リハビリテーション事業        延 177 名 

在宅重症心身障害児者訪問指導事業      延     9 名  ※新型コロナウィルス感染拡大防止対策により減少 

早期療育事業                      （個別）延 1,172 件  （集団）延 148 人 

発達障害等支援外来                        延 134 名 

療育外来                  延 1,088 件 

日常生活等支援事業                －  ※新型コロナウィルス感染拡大防止対策のため中止 

 

 

【課題】 

○ 医療的ケア児支援法の施行により、医療的ケア児支援の強化が求められています。 

○ 障がい児福祉サービスは増加していますが、重症心身障害児、医療的ケア児が利用できる資源が不足しています。 

 

第１回検討会における御意見 
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３ 診療所（外来診療）機能 
事業内容及び現状と課題 

【事業内容】 

○ 早期療育外来（リハビリテーション科、小児神経科） 

○ 専門外来 

 ・ 療育外来(リハビリテーション科、小児神経科、児童精神科) 

 ・ 発達障害等支援外来（児童精神科、小児神経科） 

 ・ 摂食外来（リハビリテーション科） 

○ 補装具外来 

○ 機能訓練 

 

【現状（実績）】 

○ 医療法に基づく有床診療所（19 床）として、肢体不自由児、重症心身障害児、知的障害児、発達障害児、被虐待児等心身の問題を有

する子どもを対象に、外来診療、入院診療及び地域支援を通して総合的に療育・医療を実施しています。近年では重度・重複障害と発

達障害、知的障害が増加しています。 

○ 早期療育外来では、医療機関で出生あるいは集中治療を受けた後の障害がある、又は障害が残る恐れがある、発達に心配のある乳幼

児を対象にチームで診療しています。医療から福祉的関わりも必要となる時期への橋渡し的な役割を担い、障害受容を援助し、在宅生

活を支援しています。 

○ 療育外来では、早期療育以降の年齢で重症心身障害児や進行性疾患等継続してケースワークを必要とする児童を対象に、医療と福祉

の専門スタッフによる支援を行っています。 

○ 発達障害等支援外来では、診察・評価をし、カンファレンス実施後、学校など関係機関と連携を行っています。 

○ 摂食外来では、医師、看護師、ＯＴ、ＰＴ等がチームを組み、食事内容の確認、介助方法の指導等を行っています。 

○ 補装具外来では、肢体不自由児者を対象に、立位・歩行・姿勢の安定や異動の補助を目的とした補装具の処方・チェックをリハビリ
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テーション科と整形外科医師が行い、機能訓練科や義肢装具士と連携して作成してます。 

＜令和３年度実績＞ 

早期療育外来 年間患者数  延 3,669 人 

専門外来          延 8,580 人  

補装具外来         延 1,399 件 

機能訓練※   理学療法   延 4,676 件 

作業療法   延 2,122 件 

言語聴覚法   延 1,280 件 

※ 早期療育、外来、入院、巡回リハビリテーション、更生相談、学校訪問等における機能訓練の延べ実施件数 

 

【課題】 

○ 医療人材（医師・看護師・ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ）の確保が困難になっている。 

○ 業務が多岐にわたり、ＳＲＣの特色が理解されづらい。 

○  外来診療と地域支援（巡回リハ・学校支援等）を行う強みが理解されづらい。 

○ 診療科により、「需要＞供給」で受診待機が多い（３～４か月待ち）。 

○ 検査のみ、書類作成のみの希望がある。 

○ デジタル化が進んでいない。  

 

第 1 回検討会における御意見 

○ 市町村の発達障害をサポートする施設も増えてきており、地域との役割分担として、各施設の棲み分けができていかないと待機は解

消されないのではないか。 

○ かなり待機されている方がいつつも、現に通っている成人の方については今後どうやって卒業させていくのか、地域に移行させてい

くのか、どのような連携されているのかが知りたい。 



 8 

 

４ 診療所（入院診療）・短期入所機能 
事業内容及び現状と課題 

【事業内容】 

○ 集中リハビリテーション 

○ 一時保護 

○ 短期入所（空床利用） 

 

【現状（実績）】 

○ 集中リハビリテーションでは、療育途上の集中リハビリテーションは実施するタイミングが重要であり、必要な時期にリハビリテー

ションを行うための入院治療を行っています。 

○ 一時保護では、被虐待乳幼児や擁護の必要な障害児等の保護を目的に、児童相談所からの保護委託による入院を行っています。 

○ 病棟の空床を利用した障害者総合支援法に基づく短期入所サービス（医療型）を行っており、肢体不自由児及び重症心身障害児者の

短期入所の受入れを行っています。 

○ 入院診療については、整形外科病棟としての利用は年数件となっており、短期入所が入院診療のニーズを上回っています。 

 

＜令和３年度実績＞ 

 入院患者（術後リハビリ・一時保護委託） （実）  4 名   在院延日数 177 日 

短期入所利用者             （実） 20 名   利用延日数 928 日   利用延件数 174 件 

 

【課題】 

○ 医療人材（医師（当直医含む）・看護師）の確保が困難になっている。 

○  入院患者が減少している。 



 9 

○  看護師不足により、一時的な病棟閉鎖を行わざるを得ない状況となっている。  

○ 児童相談所の一時保護委託に対応しきれない。 

○  利用者が急変した場合の対策（救急病院との連携）が十分には確保できていない。 

○ 障害福祉サービス等報酬と病棟の維持費用の乖離が大きい。 

○ 施設が老朽化している。 

 

第 1 回検討会における御意見 

 

【診療所（入院診療）】 

○ 入院患者が減っているというのは、総合療育相談センターにいろんな機能があるので、ここをどう利用したらいいかを、県民がよく

分かっていなかったり、（入院を）やっていないと感じている可能性がある。 

○ 2024 年には、医師の働き方改革が開始される。現在、外部の医師にお願いしている当直の人材確保が、今後は難しくなる可能性が

出てくる。そうすると入院を継続するためには、常勤を増やすか、又は 1,860 時間働いていただけるようしっかり指定していただい

て、さらに、ドクターの報酬面でも検討が必要。 

【医療型短期入所について】 

○ 短期入所では医療的ケアが必要な人の受入をお願いしたい。現在、支援の度合いが重い人の受入が断られている。 

○ 医療機関から退院して間もない時期の医療的ケア児のセーフティネットとしてありがたいが、支援に関する情報提供が少し足りない

と感じる。 

○ １歳で利用できる施設はほぼないので、本当にありがたいし、セーフティネットとしての機能を発揮していると思っている。 

○ 利用に制限があることは分かっているので、２歳になればこども医療センターの短期入所が利用できるようになり、３歳になればも

っと利用可能な施設が増えるため、総合療育相談センターの医療型短期入所を利用することはなくなってきている。 

○ 藤沢市、それより西の地域など、政令市以外の県所管域の方々にとっては大切な場所だと認識している。継続できる体制が組めるよ

うであればぜひ残していただきたい。 
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○ 横浜や川崎以外の県所管域では、サービスを必要とする方々の密度が（政令市と比較して）減るので、かなり広範囲の地域の人に対

して、どこかが中心（中核）を担い、各地域の拠点となるところに専門職を派遣していくというような体制は、大事にしていく必要が

ある。 

○ 医療的ケア児が直近 10 年で２倍ほど増加しているという背景があり、サービスを受けられる事業所が無いという方が多数いる。そ

もそもの事業所不足という量的な課題に加えて、歩ける医療的ケアが必要な方、高度医療を必要とする方、親御さん等に不測の事態が

生じて緊急利用が必要となる方など、多様なケースに対応できる医療型短期入所事業所が無い。  
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５ その他 
事業内容及び現状と課題 

【事業内容】 

○ 他機関支援・連携 

○ 障害者手帳の交付 

○ 福祉人材の育成（研修） 

   

【現状（実績）】 

○ 県立特別支援学校自立活動医事相談（県教育局事業）として、診療所の医療スタッフが県立特別支援学校を訪問し、在席する生徒に

関する医事相談と自立活動支援を専門的な立場から実施しています。個別相談やカンファレンス・研修等を通して、学校専門職や担任

教師をサポートします。 

○ 巡回リハビリテーションにより、地域の療育関係機関等の職員に技術支援を行うとともに、市町村の療育体制の整備に係る助言など、

地域のニーズに合わせた支援を行っています。また、市町村の療育では十分に対応できない医師の診察助言などを行っています。 

○ 身体障害者福祉法第 15 条の規程に基づき指定を受けた医師の意見書又は判定機関の判定結果が添付された交付申請を受理し、障害

者手帳を交付しています。 

○ 市町村等の障害福祉担当職員を対象とした新任研修や心身障害児療育関係機関の職員を対象とした心身障害児療育普及専門研修など

福祉人材の育成等を行うための研修等を実施しています。 

＜令和 3 年度実績＞ 

 ○ 特別支援学校への医療スタッフの派遣 

・ 医師 18 校 各校 1～4 回/年 

  ・ PT   19 校・延 103 人、 OT 19 校・延 67 人、   ST 13 校・延 52 人  

○ 障害者手帳の交付 
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身体障害者手帳 8,341 件    療育手帳 6,133 件 

○ 研修事業 

  市町村担当職員研修  延 178 人 

  療育関係機関職員研修 延   99 人 

 

【課題】 

○  外来診療と地域支援（巡回リハ・学校支援等）を行う強みが理解されづらい。 

○ 障害者手帳交付について、デジタル化が進んでおらず、膨大な業務量が生じている。 

○ 療育手帳は都道府県毎の制度であり、転出入により程度変更となる場合がある。 

○ 専門人材（医療人材・福祉人材共）の安定確保と育成 

○ 診断書手数料等の額について 

○ ＳＲＣ内での診察は「診療報酬請求」、地域支援（巡回リハ）は「無償」となっている。 

○ 施設の老朽化対策 

 

第 1 回検討会における御意見 

○ 人材不足が論点になると、人をもっと雇えるような状況になった場合、費用の大半は人件費のためさらに収支が悪くなる。 

○ ＳＲＣの強みをどうやって県民に知らしめるか。これだけ色々できる施設があったことを初めて知った。医療業界の中でＳＲＣを知

らしめるような戦略といったことも、今後の検討課題で考えたらどうか。 

○ ＳＲＣの資源をより効率的に使っていくっていう視点がある。今、どんなニーズがあるのか。どんな需要に答えているのか。どのよ

うな体制をとっていけばいいか、アンケート調査をされていなければ、アンケート調査であるとか、利用者さんたちの声を聞くようなこ

ともやってはどうか。 

○ 人材育成の仕組みについて、総合療育相談センター、きらり、こども医療センターなど、福祉系の人材やリハビリテーションに関わ

る人たちの能力を高めることに繋がるような、地域を巻き込んだ循環のような、有機的な仕組みができるといいと感じる。 
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○ 湘南東部圏域は重症心身障害児施設のない圏域で、その地域に総合療育相談センターがあるということで、いろんな機能が、ニーズ

として全部集約され過ぎていると感じる。パブリックだから全部やる方向にいくのか、役割分担を考えながら、他のところでできること

は、他の意味での支援をして、周りを育てていきながら、ここでなければできないことに特化していくのかという考え方をしなければい

けないと思っている。 

○ 県立施設が担っていた各機能のうち、地域ニーズに照らして必要であるとされる機能については、センター機能に追加していくとい

う視点も必要と考える。ニーズ調査を行ったうえでの、検討をお願いしたい。 

○ 神奈川県立病院機構に総合療育相談療育センターは入っていないので、医師の確保がなかなか難しいという話しを聞いたことがある。

今後の課題ではあるが、そこを変えれば改善が図れるのではないか。 

○ ＳＲＣが何をどうしているか、県民によく理解されていない。そうした発信をしていないような気がする。せっかくいい施設がある

のに、有効に利用できてないと感じた。 


